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特定個人情報保護評価に係る第三者点検について（概要） 

 

１ 趣旨 

平成２５年５月３１日に公布された「行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（以下「番号法」という。）」による社会保障・税番号（マイナン

バー）制度が平成２７年１０月５日に施行された。 

マイナンバー制度の運用に当たっては、特定個人情報を取り扱う事務のうち、特定個人

情報ファイル（個人情報保護委員会規則で定めるもの等を除く。）を取り扱う事務につい

て、漏えいその他の事態の発生の危険性及び影響を評価する特定個人情報保護評価（以下

「保護評価」という。）を実施することが番号法第２８条で義務付けられ、地方税に関す

る事務について、平成２７年度に保護評価を実施し、平成２８年度及び平成２９年度には

重要な変更があったことから再実施を行い、そのほか定期的に見直しを行ってきた。 

特定個人情報保護評価に関する規則（平成２６年特定個人情報保護委員会規則第１号）

第１５条及び特定個人情報保護評価指針（平成２６年特定個人情報保護委員会告示第４号）

に基づき、保護評価の実施又は再実施を行った特定個人情報保護評価書については、直近

の公表日から５年を経過する前に再実施を行う必要があるため、当該地方税に関する事務

について、区民等への意見聴取（パブリックコメント）手続を経て、墨田区情報公開制度

及び個人情報保護制度運営審議会による第三者点検を実施する。 

 

２ 評価書の変更内容 

⑴ 特定個人情報保護評価書（変更案）の概要 

ア 特定個人情報保護評価書の概要 

(ア) 評価書名 

地方税に関する事務 全項目評価書 

(イ) 個人のプライバシー等の権利利益の保護 

地方税の賦課徴収における特定個人情報ファイルの取扱いに当たり、特定個人情

報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の権利利益に影響を及ぼしかねないこ

とを認識し、特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減させる

ために適切な措置を講じ、もって個人のプライバシーの権利利益の保護に取り組ん

でいることを宣言する。 

 

イ 基本情報 

(ア) 特定個人情報ファイルを取り扱う事務 

地方税法に定められた地方税の賦課、徴収事務 

(イ) 特定個人情報ファイルを取り扱う事務の内容 

ａ 個人住民税の賦課業務 

ｂ 軽自動車税賦課関連業務 

ｃ 収納関連業務 

ｄ 滞納整理関連業務 
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(ウ) 対象人数 

３０万人以上 

(エ) 特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム 

ａ 住民税システム 

ｂ 課税原票管理システム 

ｃ 地方税ポータルシステム(eLTAX(エルタックス)) 

ｄ 滞納管理システム 

ｅ 団体内統合宛名システム 

ｆ 中間サーバー 

ｇ 住民基本台帳ネットワークシステム 

ｈ ＲＰＡツール 

 

ウ 特定個人情報ファイルの概要  

(ア) 住民税賦課情報ファイル 

ａ 対象範囲：納税義務者及び被扶養者、その他課税調査対象者 

ｂ  使用目的：各種申告書の受付、本人確認、正確な住民税額の算出・通知 

ｃ 使用方法：各種申告書の受付事務、住民税の賦課決定に関する事務、更正、異

動、減免に関する事務、税証明の発行に関する事務で使用 

(イ) 軽自動車税賦課情報ファイル 

ａ 対象範囲：墨田区に主たる定置場のある軽自動車等の所有者 

ｂ 使用目的：各種申告書の受付、軽自動車税額の算出・通知 

ｃ 使用方法：各種申告書の受付事務、軽自動車税の賦課・通知に関する事務、更

正、減免に関する事務で使用 

(ウ) 収納管理情報ファイル 

ａ 対象範囲：個人住民税、軽自動車税の納税義務者 

ｂ 使用目的：個人住民税及び軽自動車税の適正な収納管理 

ｃ 使用方法：収納管理事務、税証明に関する事務で使用 

(エ) 滞納整理情報ファイル 

ａ 対象範囲：個人住民税、軽自動車税の納税義務者 

ｂ 使用目的：個人住民税及び軽自動車税の適正な滞納管理 

ｃ 使用方法：滞納管理に関する事務で使用 

 

エ 特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 

各特定個人情報ファイルについて、目的外や不適切な方法による入手、目的を超え

た情報の紐付けや権限のない者による不正な使用、委託先による不正な使用や提供、

情報提供ネットワークシステム又は住民基本台帳ネットワークシステムとの接続によ

る漏えいや不正な提供及び保管・消去におけるリスク対策を定めるとともに、従業者

に対する教育・啓発等について定めた。 
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⑵ 特定個人情報保護評価書（変更案）における変更点 

ア 主な変更 

(ア) 住民税賦課事務におけるＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡの導入 

【変更箇所】特定個人情報保護評価書（補足資料）１４ページ参照 

(イ) 軽ＯＳＳ連携システム等の導入 

【変更箇所】特定個人情報保護評価書（補足資料）１５ページ参照 

(ウ) 軽自動車税賦課関連業務等における住民基本台帳ネットワークシステムの利用 

【変更箇所】特定個人情報保護評価書（補足資料）１６、１７ページ参照 

(エ) 公金受取口座情報の利用 

【変更箇所】特定個人情報保護評価書（補足資料）１８、１９ページ参照 

※ (エ)については、特定個人情報を取り扱うリスク対策に変更が及ぶケースに該当し

「重要な変更」に当たるため、実施前の「事前」評価とする。 

 

イ その他所要の規定整備 

資料３の別紙４ 変更箇所参照 

 

３ 保護評価の再実施経過 

令和４年１２月：評価書を作成 

令和５年１月２１日から令和５年２月２０日まで：区民への意見募集（パブリックコメ

ント）を実施（意見０件） 

令和５年３月２７日（月）：第三者点検 

 

４ 今後の予定 

  （第三者点検による承認後） 

令和５年４月：第三者点検による特定個人情報保護評価書指摘事項の修正を経て公表 


